
当資料のお取り扱いにおけるご注意
■当資料は、ファンドの状況や関連する情報等をお知らせするために大和投資信託により作成されたものです。■当ファンドのお申込みにあたっては、販売会社より
お渡しする「投資信託説明書（交付目論見書）」の内容を必ずご確認のうえ、ご自身でご判断ください。■投資信託は、値動きのある有価証券等に投資しますので、基
準価額は大きく変動します。したがって、投資者のみなさまの投資元本が保証されているものではありません。信託財産に生じた利益および損失は、すべて投資者に
帰属します。投資信託は預貯金とは異なります。■投資信託は、預金や保険契約とは異なり、預金保険機構・保険契約者保護機構の保護の対象ではありません。証
券会社以外でご購入いただいた投資信託は、投資者保護基金の対象ではありません。■当資料は、信頼できると考えられる情報源から作成していますが、その正確
性・完全性を保証するものではありません。運用実績などの記載内容は過去の実績であり、将来の成果を示唆・保証するものではありません。また、税金、手数料等を
考慮していませんので、投資者のみなさまの実質的な投資成果を示すものではありません。■当資料の中で記載されている内容、数値、図表、意見等は資料作成時
点のものであり、今後予告なく変更されることがあります。 ■当資料の中で個別企業名が記載されている場合、それらはあくまでも参考のために掲載したものであり、
各企業の推奨を目的とするものではありません。また、ファンドに今後組み入れることを、示唆・保証するものではありません。 ■分配金は、収益分配方針に基づいて
委託会社が決定します。あらかじめ一定の額の分配をお約束するものではありません。分配金が支払われない場合もあります。
販売会社等についてのお問い合わせ⇒ 大和投資信託 フリーダイヤル0120-106212 （営業日の9:00～17:00 ） HP http://www.daiwa-am.co.jp/

ダイワ高格付カナダドル債オープン（年1回決算型）

利上げによる金利上昇リスクを抑制しつつ、高利回りと通貨高を享受

＜緩やかなペースでの利上げが金利上昇圧力と通貨高圧力に＞

お伝えしたいポイント 2018年2月19日

為替と国債金利の推移

• 緩やかなペースでの利上げが金利上昇圧力と通貨高圧力に

• 金利上昇リスクを抑えながら相対的に高い利回りを享受する債券ポートフォリオで運用

年初来でカナダの金利は上昇しました。2018年1月

前半に発表された雇用統計では雇用者数が市場予

想を超える増加となり、失業率も5.7％と比較可能な

1976年以来で最も低い水準となりました（後に5.8％に

修正）。また、1月後半に発表された月次GDP（国内総

生産）は前年比＋3.5％と市場予想以上の堅調な結果

となりました。月中旬に政策金利が0.25％ポイント引き

上げられて1.25％とされた際には、カナダ銀行は声明

文で、経済が良好な点や、労働需給の緩みの解消お

よび物価上昇がカナダ銀行の想定以上に進んでいる

点について述べています。

こうした経済の堅調さから利上げ観測が高まったこ

とや、カナダの金利動向へ影響を与えやすい米国の

金利が上昇したこと、原油価格が堅調に推移している

ことなどが、年初来のカナダの金利上昇要因だと考え

られます。

カナダ・ドルについては、年初来、対円で下落しまし

た。1月初旬には堅調な雇用統計を受けカナダ・ドル

は対円で上昇する局面がありましたが、日銀の超長

期国債買いオペの減額をきっかけとして日本の金融

正常化観測が高まったことなどを背景に、円高圧力が

高まり、カナダ・ドルは対円で下落しました。

今後については、堅調な経済を背景に、カナダ銀行

が緩やかなペースながら利上げを継続すると見込ま

れることは、金利や通貨の上昇圧力になるとみていま

す。また、足元で原油価格が堅調に推移していること

も資源国であるカナダの金利や通貨の上昇圧力にな

るとみています。一方で、NAFTA（北米自由貿易協

定）再交渉が難航し、その影響がカナダ経済のマイナ

ス要因になるとの懸念が高まる局面や、原油価格や

株価が調整する局面では、金利低下やカナダ・ドル円

の下落圧力が高まると考えられます。
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※1ページ目の「当資料のお取り扱いにおけるご注意」をよくお読みください。
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【運用の特徴①：短中期債を中心に投資し、金利上昇リスクを抑える運用】

※デュレーションとは「金利が動いた時に債券価格がどのくら
い変化するか」を示す指標です。デュレーションが長いほど、
金利が変動した時の債券価格の変動が大きくなります。

現在、カナダは利上げ局面にあり金利上昇圧力が

高まりやすい環境であるとみています。当ファンドでは、

一般的に長期年限の銘柄と比較してデュレーション※

の短い短中期年限の銘柄を中心に組み入れることで、

金利が上昇した場合でもパフォーマンスの悪化を抑

制できるよう金利上昇リスクを抑えた運用を行ってい

ます。

当ファンドはカナダ・ドル建ての債券を高位に組み入れており、国債よりも利回り面で魅力があり、かつ流動性も高い

州債等をポートフォリオの中心としています。さらに、信用力や流動性に配慮した上で、州債等よりも利回りが高い事

業債も組み入れ、ポートフォリオ全体の利回りを高める戦略をとっています。また、当ファンドはポートフォリオの修正

デュレーションは最大で5（年）程度まで延伸可能ですが、足元では4.0（年）と金利上昇リスクを抑制しています。現状、

当ファンドでは以下のような運用を行っています。

＜金利上昇リスクを抑えながら相対的に高い利回りを享受する債券ポートフォリオで運用＞

【運用の特徴②：事業債は短中期年限の銘柄への投資を中心としつつ、相対的に高い利回りを享受】

当ファンドで投資する事業債は、取得時の格付けが

AA格相当以上という信用力の高いもので、現状では

金融セクターの5年以下の短中期債が中心となってい

ます。足元では、カナダの景気は良好で企業ファンダ

メンタルズも改善基調にあることから事業債のスプ

レッド（国債との利回り格差）は縮小しています。また、

カナダは堅調な経済を背景に利上げの継続が見込ま

れ、金利上昇圧力が高まりやすい環境にあるとみて

います。そのため、当ファンドでは、今後スプレッドが

拡大した場合や金利が上昇した場合においても、パ

フォーマンスの悪化を抑制できる短中期の事業債を

組み入れることで、利回りを高めつつもリスクを抑えた

運用を行っています。

年限別構成

（2018年2月9日時点）

種別構成

債券 ポートフォリオ特性値
最終利回り（％） 2.3
修正デュレーション 4.0

（2018年2月9日時点）

※債券 ポートフォリオ特性値は、ファンドの組入債券等の各特性値
（最終利回り等）を、その組入比率で加重平均したものです。

※上記の比率は、マザーファンドの債券ポートフォリオ内
における比率です。

（2018年2月9日時点）

※上記の比率は、マザーファンドの債券ポートフォリオ内における比率です。
州債等には、州政府保証債など州債以外の債券も含まれています。

国債と事業債の 終利回り比較

カナダ国債
（償還日：2021年3月15日）

（クーポン：10.5％）

トロント・ドミニオン銀行
（償還日：2021年3月8日）

（クーポン：2.045％）

（出所）ブルームバーグ

（2018年2月9日時点）

0.55％
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※1ページ目の「当資料のお取り扱いにおけるご注意」をよくお読みください。
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当ファンドではカナダの中でも産油地域であるアル

バータ州の州債を組み入れています。2014年後半か

らの原油安を受け、アルバータ州債のスプレッド（国

債との利回り格差）は他州と比べて拡大（パフォーマ

ンスが他州と比較して劣後）していましたが、2016年

後半以降、原油価格に安定化の兆しが見られたこと

から、投資妙味が増したと判断し、スプレッドが厚い

（利回りが高い）アルバータ州債を組み入れました。現

状、アルバータ州債のスプレッドは縮小しましたが、原

油価格の大幅な下落は見込んでいないことから、引き

続き産油地域の州債は魅力的だと考えています。

以上

【運用の特徴③：堅調な原油市況の恩恵を受けるアルバータ州の州債を組み入れ】

WTI原油先物価格の推移

州債の対国債スプレッド（5年）推移

（2014年2月10日～2018年2月9日）

アルバータ州債への

投資開始

（％）

州債比率の推移（月末値）

（％） （2016年9月末～2018年1月末）

（出所）ブルームバーグ

※上記の比率は、マザーファンドにおける主要な州の州債比率です。その他の州の州債にも投資しています。
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※1ページ目の「当資料のお取り扱いにおけるご注意」をよくお読みください。

ダイワ高格付カナダドル債オープン（年1回決算型）

ファンドの目的・特色

投資リスク

お申し込みの際は、必ず「投資信託説明書（交付目論見書）」をご覧ください。

ファンドの費用

 
ファンドの目的 
 

● カナダ・ドル建ての公社債等に投資し、安定した収益の確保と信託財産の着実な成長をめざします。 
 
ファンドの特色 
 

1． カナダ・ドル建ての公社債等に投資します。投資対象の公社債等の格付けは、取得時においてＡＡ格相当以上とす
ることを基本とします。 

（※）「公社債等」には、コマーシャル・ペーパー等の短期金融商品を含みます。 

（※）ムーディーズ（Moody’s）で Aa3 以上または S&P グローバル・レーティング（S&P）で AA－以上 

◆ 公社債等のポートフォリオの修正デュレーションは、3（年）程度から 5（年）程度の範囲を基本とします。 
2． 当ファンドは、ファミリーファンド方式で運用を行ないます。 

・マザーファンドは、「ダイワ高格付カナダドル債マザーファンド」です。 
※ くわしくは「投資信託説明書（交付目論見書）」の「ファンドの目的・特色」をご覧ください。 

 

 
● 当ファンドは、値動きのある有価証券等に投資しますので、基準価額は変動します。したがって、投資元本が保証さ

れているものではなく、これを割込むことがあります。信託財産に生じた利益および損失は、すべて投資者に帰属し
ます。投資信託は預貯金とは異なります。基準価額の主な変動要因は、以下のとおりです。 

 
「公社債の価格変動（価格変動リスク・信用リスク）」、「為替変動リスク」、「カントリー・リスク」、「その他（解約申
込みに伴うリスク等）」 
※ 基準価額の変動要因は、上記に限定されるものではありません。 
※ くわしくは「投資信託説明書（交付目論見書）」の「投資リスク」をご覧ください。 

 

 

（注）「その他の費用・手数料」については、運用状況等により変動するため、事前に料率、上限額等を示すことが
できません。 

※ 購入時手数料について、くわしくは販売会社にお問合わせください。 
※ 手数料等の合計額については、保有期間等に応じて異なりますので、表示することができません。 
※ くわしくは「投資信託説明書（交付目論見書）」の「手続・手数料等」をご覧ください。 

 

投資者が直接的に負担する費用 

 料率等 費用の内容 

購 入 時 手 数 料 
販売会社が別に定める率 

〈上限〉2.16％（税抜2.0％） 
購入時の商品説明または商品情報の提供、投資情報の提供、
取引執行等の対価です。 

信託財産留保額 ありません。 — 

投資者が信託財産で間接的に負担する費用 

 料率等 費用の内容 

運 用 管 理 費 用 
（ 信 託 報 酬 ） 

年率 1.35％ 
（税抜 1.25％） 

運用管理費用の総額は、毎日、信託財産の純資産総額に対し
て左記の率を乗じて得た額とします。 

その他の費用・ 
手 数 料 

（注） 
監査報酬、有価証券売買時の売買委託手数料、先物取引・オ
プション取引等に要する費用、資産を外国で保管する場合の
費用等を信託財産でご負担いただきます。 
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2018年1月31日　現在

日本証券業
協会

一般社団法人
金融先物

取引業協会

一般社団法人
第二種金融商
品取引業協会

株式会社青森銀行 登録金融機関 東北財務局長(登金)第1号 ○  

株式会社イオン銀行 登録金融機関 関東財務局長(登金)第633号 ○  

岡崎信用金庫 登録金融機関 東海財務局長(登金)第30号 ○  

株式会社沖縄銀行 登録金融機関 沖縄総合事務局長(登金)第1号 ○  

株式会社神奈川銀行 登録金融機関 関東財務局長(登金)第55号 ○  

株式会社きらやか銀行 登録金融機関 東北財務局長(登金)第15号 ○  

株式会社京葉銀行 登録金融機関 関東財務局長(登金)第56号 ○  

株式会社四国銀行 登録金融機関 四国財務局長(登金)第3号 ○  

株式会社清水銀行 登録金融機関 東海財務局長(登金)第6号 ○  

株式会社仙台銀行 登録金融機関 東北財務局長(登金)第16号 ○  

ソニー銀行株式会社 登録金融機関 関東財務局長(登金)第578号 ○ ○ ○ 

株式会社千葉興業銀行 登録金融機関 関東財務局長(登金)第40号 ○ ○  

株式会社中京銀行 登録金融機関 東海財務局長(登金)第17号 ○  

株式会社栃木銀行 登録金融機関 関東財務局長(登金)第57号 ○  

株式会社富山第一銀行 登録金融機関 北陸財務局長(登金)第7号 ○  

株式会社福島銀行 登録金融機関 東北財務局長(登金)第18号 ○  

株式会社豊和銀行 登録金融機関 九州財務局長(登金)第7号 ○  

株式会社みずほ銀行 登録金融機関 関東財務局長(登金)第6号 ○ ○ ○ 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 登録金融機関 関東財務局長(登金)第33号 ○ ○  

株式会社宮崎太陽銀行 登録金融機関 九州財務局長(登金)第10号 ○  

株式会社山梨中央銀行 登録金融機関 関東財務局長(登金)第41号 ○  

株式会社ＳＢＩ証券 金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第44号 ○ ○ ○ 

大和証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第108号 ○ ○ ○ ○ 

髙木証券株式会社 金融商品取引業者 近畿財務局長(金商)第20号 ○  

中原証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第126号 ○  

日の出証券株式会社 金融商品取引業者 近畿財務局長(金商)第31号 ○  

松阪証券株式会社 金融商品取引業者 東海財務局長(金商)第19号 ○ ○  

水戸証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第181号 ○ ○  

楽天証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第195号 ○ ○ ○ ○ 

ダイワ高格付カナダドル債オープン（年1回決算型）　取扱い販売会社

販売会社名　（業態別、５０音順）

（金融商品取引業者名）
登録番号

加入協会

一般社団法人
日本投資

顧問業協会

 
上記の販売会社については今後変更となる場合があります。また、新規のご購入の取り扱いを行っていない場合がありますので、各販
売会社にご確認ください。
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